



















集めている（例えば、Greve, 2008; Rowley, Shipilov, & Greve, 2017）。企業は単一の目標をもつのではなく、少
数の操作的な目標の束をもつ（Cyert & March, 1963: 46）。総資産利益率や自己資本利益率などの全般的目標は
企業が意思決定を行う上で一般的過ぎるため（Gavetti, Greve, Levinthal, & Ocasio, 2012: 12; Kim, Finkelstein, & 
Haleblian, 2015: 1363）、いくつかの操作的な目標に分化されて追求される。なかでも、特定の行動の目標であ
る特定目標（specific goals）や全般的目標を分化した下位目標（sub-goals）は、組織が分業して行動する上で不
可欠な目標である（Argote & Greve, 2007; Cyert & March, 1963）。 
 企業の複数目標が残された研究課題として重要なのは、限定合理性をもつ経営者が全ての目標へ均等に注意




（Cyert & March, 1963）。しかしながら、企業行動理論では組織による複数目標の追求について長らく十分な






























かの下位目標に分化され、組織内の分業を通じて追求されていく（Cyert & March, 1963）。組織の意思決定や
行動は異なる関心や情報、アイデンティティをもつ個々の組織構成員による集団的なものであり、下位目標の








成するようJVへ働きかける（Johnson, Korsgaard, & Sapienza, 2002）。前述のGaba and Joseph （2013）は全社レ
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